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令和７年度渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付要領 

令和７年４月１日から適用 

令和７年８月１日から適用 
 

　本補助金の交付目的、交付手続等は、次のとおりです。 
  

交付目的 

　市は、若者の市内への就業及び定住を促進するとともに、市内

中小企業者等の人材確保を目的に、市内中小企業者等に継続して

常用雇用された新規学卒者に対し、予算の範囲内において奨励金

を交付します。

 内

容

 

奨励対象者 

 

 

 

 

　奨励の対象となる者（以下「奨励対象者」という。）は、次に

掲げる要件を満たす新規学卒者とする。 

  （１）　令和５年度以降に中学校、高等学校、中等教育学校、

特別支援学校、大学、専門職大学、大学院、短期大学、高等

専門学校及び専修学校を卒業し、１年以内に常用雇用されて

いること。 

  （２）　令和６年９月１日以降に常用雇用されていること。 

  （３）　常用雇用された月を含む６か月以上の間、同一事業者

において勤務が継続していること。 

  （４）　常用雇用開始日において、年齢が３０歳未満であるこ

と。 

  （５）　次に掲げる要件を満たす中小企業者等に常用雇用され

ていること。 

ア　市内で事業を営んでいること。 

イ　原則として、法人にあっては法人税申告を、個人にあっ

ては所得税又は住民税に関して営業等の事業所得の申告を

していること。 

ウ　雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１

４１条第１項に定める雇用保険適用事業所設置届を公共職

業安定所に提出していること。 

エ　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１０７条に定

める労働者名簿及び同法第１０８条に定める賃金台帳を調

製していること。 

オ　風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭

和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業に該当するものでないこと。 

カ　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０号）

第２条第１号に規定する暴力団又は中小企業者等の事業主

が同条第２号に規定する暴力団員ではないこと。 

  （６）　常用雇用された中小企業者等の事業主と３親等以内の
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 親族関係ではないこと。 

  （７）　渋川市移住支援金交付要綱（令和元年渋川市要綱）に

基づく補助金の交付を受けていないこと。 

  （８）　この要綱に基づく奨励金の交付を受けていないこと。 

  （９）　渋川市暴力団排除条例（平成２４年渋川市条例第３０

号）第２条第２号に規定する暴力団員ではないこと。 

（１０）　市区町村税を滞納していないこと。

 奨励金額 １　奨励対象者１人当たり、渋Ｐａｙを５０，０００ポイント（５

０，０００円相当）付与する。ただし、奨励対象者が奨励金の

交付申請日時点において、市内に住所を有する場合（Ｕターン

を除く。）は１人当たり８０，０００ポイント（８０，０００

円相当）を、Ｕターンした後、継続して市内に住所を有する場

合は１人当たり１００，０００ポイント（１００，０００円相

当）を付与する。 

２　前項の渋Ｐａｙの有効期間は、ポイント付与の日から１年間

とします。

 限度額 　この補助金の事業全体の奨励限度額は、４，１２０千円です。

  

交付条件

　（１）偽りその他不正な手段により交付を受けたときは、奨励

金の返還を命ずることがあります。 

　（２）　市長又はその委任を受けた者若しくは監査委員の監査

に応じなければなりません。

 交

付

手

続 

等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付申請の方法、

時期等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　令和７年９月１日から令和８年２月２７日までの間（以下「受

付期間」という。）（受付時間は、午前８時３０分から午後５

時１５分までとします。）に、産業政策課へ書面又は郵送で申

請してください。 

２　渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付申請書（様式第１号）

に必要事項を記入し、次に掲げる書類を添えて提出してくださ

い。 

　（１）　渋川市新規学卒者就業定着奨励金就労証明書（様式第

２号） 

　（２）　渋Ｐａｙ会員コードが確認できるもの 

　（３）　新規学卒者であることが確認できる書類。 

　（４）　戸籍の附票（Ｕターンした奨励対象者のみ） 

　（５）　完納証明（市外在住のみ） 

　（６）　その他市長が必要と認める書類 

【注】申請者の押印は省略することが可能ですが、その場合、書

類の真正性を担保するため、必要に応じ、電話等で確認を行う

場合があります。

  　申請のあった日から３０日以内に交付決定をします。 
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 交付決定の時期

等

　補助金の交付又は不交付を決定したときは、渋川市新規学卒者

就業定着奨励金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）により

通知します。

  

交付決定の取消

し又は奨励金の

返還

１　偽りその他不正な手段により交付決定又は交付を受けたとき

は、奨励金の交付決定が取り消されます。 

２　奨励金の交付を受けた後、奨励金の交付決定を取り消された

場合は、指定された期間までに奨励金を返還しなければなりま

せん。

  

申請書等の様式

渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付申請書（様式第１号） 

渋川市新規学卒者就業定着奨励金就労証明書（様式第２号） 

渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付（不交付）決定通知書（様

式第３号）

 取扱担当課 渋川市役所産業観光部産業政策課（第二庁舎） 

電話　０２７９－２２－２５９６（直通） 

　　　０２７９－２２－２１１１（内線４８９７） 

メールアドレス　syoukou＠city.shibukawa.gunma.jp



様式第１号 
　　年　　月　　日 

渋川市長　　　　　　様 

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

申請者　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　 
（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。） 

 
　　　渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付申請書 
渋川市新規学卒者就業定着奨励金について、関係書類を添えて下記のとおり申請し

ます。 
なお、申請に当たっては、渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付要領（奨励対象者）

の要件に該当することを誓約し、補助金交付審査のために市が市税の納付状況を調査

することに同意します。 
記 

 

奨励金申請額

□５０，０００ポイント　 

□８０，０００ポイント（市内に住所を有する場合） 

□１００，０００ポイント（Ｕターンした後、継続して市内に住所を有する

場合）

 
生年月日 年　　　　月　　　　日

 
雇用先事業所名

 
卒業学校名

 
渋Ｐａｙ受取方法

□アプリ型（会員コード８桁　　　　　　　　　　） 
□カード型（会員コード８桁　　　　　　　　　　）

 

添 付 書 類

（１）　渋川市新規学卒者就業定着奨励金就労証明書（様式

第２号） 

（２）　渋Ｐａｙ会員コードが確認できるもの 

　（３）　新規学卒者であることが確認できる書類 

　（４）　戸籍の附票（Ｕターンした奨励対象者のみ） 

　（５）　完納証明（市外在住のみ） 

　（６）　その他市長が必要と認める書類



様式第２号 
　　年　　月　　日 

渋川市長　　　　　　様 

住所（法人所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

証明者　名称（法人名）　　　　　　　　　　　　 

代表者の役職・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　 
（日中に連絡の付く電話番号を記載してください。） 

 
　　　渋川市新規学卒者就業定着奨励金就労証明書 
渋川市新規学卒者就業定着奨励金の申請について、下記内容が事実であることを証

明します。 
なお、証明に当たっては、渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付要綱第３条第４号

の要件に該当する中小企業者であることを誓約します。 
記 

１　証明する申請者について 

 
２　申請者の雇用形態等について（該当する項目に項目にチェックしてください。） 

 
３　申請者の勤務する事業所について 

　 
　 
 
 
 

 氏名

 住所

 雇用年月日

 □ 申請者は、労働契約に期間の定めがない者である。

 □ 申請者は、パートタイム及びアルバイト等の短時間労働者ではない。

 □ 申請者は、当事業所代表者の第３親等内の親族ではない。

 名称

 所在地

 上記事業所の勤務期間 令和　　年　　月　　日から　　　　か月継続勤務



様式第３号 
第　　号 

　　　　年　　月　　日 
 

　　　　　　　　　　　　　様 
 

渋川市長　　　　　　　　　　□印  
 

渋川市新規学卒者就業定着奨励金交付（不交付）決定通知書 
　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった渋川市新規学卒者就業定着奨励金の交

付申請について、下記のとおり決定したので、通知します。 
記 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
１ 交 付 決 定 額 円　　　

 

２ 条 　 　 　 件

（１）偽りその他不正な手段により交付を受けたときは、奨励金の

返還を命ずることがあります。 
（２）　市長又はその委任を受けた者若しくは監査委員の監査に応

じなければなりません。

 

３ 補助金不交付理由

 

４ 指 　 　 　 示


